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（１）計画策定の趣旨 

  平成１７年８月につくばエクスプレスが開業し、当消防本部管内に二つの駅が開 

設されたことから、駅周辺を中心に大規模マンションや商業施設が建設され、宅地 

開発も進み、人口増加が続いております。しかし、管内人口はここ数年がピークと 

みられ、今後緩やかではありますが、少子高齢化に伴う人口減少が始まると考えら 

れます。 

 また、地方財政の状況は、この生産年齢人口が減少するため、税収入の増加が容 

易に期待出来なくなる一方で、超高齢化社会を迎え、社会福祉関係費の割合が増す 

ことが想定されるところです。 

 一方、近年、東日本大震災、熊本地震をはじめとする巨大地震、また、超大型台 

風や竜巻等の自然災害が全国各地で発生しています。特に南海トラフ地震や首都直 

下地震などの発生確率は非常に高まっており、これらの対応が急がれ、また、NBC 

災害や列車事故などの多数傷病者事故の発生も危惧されているところであります。 

平成２７年９月、当消防本部管内を襲った「関東・東北豪雨」においては、鬼怒川 

堤防が決壊し、常総市内の約３分の１が浸水、住宅全半壊５０００棟を超す未曽有 

の大災害により、自然災害の恐ろしさについて、身をもって感じたところです。 

   これらの災害対応の外、高齢化による社会環境の変化により、救急業務の増加が 

想定され、これからの消防は、社会情勢や市民のニーズの変化に的確に対応し、住 

民の生命、身体、財産を守っていくことが強く求められています。 

 当消防本部は、これらの負託に応えるべく、昨年度、消防力適正配置検討委員会 

を立ち上げ、消防力を低下させることなく、消防署所の統廃合を考慮した効率的で 

効果的な配置を検討したところであります。住民、防災の専門家等の意見を取りま 

とめ、科学的データを加味し、当組合管理者に対し、答申を行いました。 

   この度、平成１８年より策定・運用していた消防基本計画の大幅な見直しを行う 

とともに、この答申内容を踏まえた、未来の消防体制強化のため、そして、住民フ 

ァーストの施策を丁寧かつ早急に敢行するため、ここに「第四次常総地方広域市町 

村圏事務組合消防基本計画」を策定したものです。 

 

 

１ はじめに 
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 （２）計画の構成 

   計画の構成は、「基本構想」と「実施計画」の２階層構成とし、基本構想では基本 

理念を掲げ、それに基づく将来像としての基本的な施策の方向性を示し、実施計画 

では、これらを実現するための核となる重点施策及び別に策定する具体的な個別事 

業の内容を示す計画とします。 

  

 

■  基本理念 

                       ■ 基本方針（将来像） 

                    

 

■  重点施策 

                       ■ 個別事業計画 

 

（３）計画の期間 

   計画の期間は、長期的かつ総合的な視点に立った取り組みが求められることから、 

令和元年度から令和１０年度までの１０年間とします。個別事業計画については、 

本基本計画に基づき、令和２年度に策定する予定です。但し、消防力適正配置検討 

委員会における答申内容を踏まえ、消防庁舎の統廃合、移転等については更に１２ 

年間延長し、令和２２年度までの概要計画を示すものとします。 

 （４）期間中の評価 

   基本方針実現に向けて策定された基本計画を着実に実行するため、また、消防業 

務に対する住民のニーズの変化や、社会・経済情勢に柔軟に対応するため、PDCA 

サイクルによる進行管理を行います。構成市の状況変化、また、計画の進捗状況等 

を踏まえ、修正の必要があると判断したときは、速やかに本基本計画の見直しを行 

います。 

 

 

 

 

 

 

 

実施計画 

基本 

構想 
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（１）消防本部の概要 

   常総地方広域市町村圏事務組合消防本部は関東平野のほぼ中央、茨城県南西部に 

位置しており、常総市、守谷市及びつくばみらい市の３市で構成されています。管 

内全域が首都５０ｋｍ圏にあり、特に南部地域は首都圏のベットタウンとして栄え 

ており、鉄道沿いに人口が集中し、急激に都市化が進んでおります。 

 昭和５２年４月１日、全国的な消防常備化及び自治消防における広域化の高まり 

に伴い、当地域にも水海道市消防本部を母体として、当消防本部が発足しました。 

水海道市、守谷町、谷和原村の３市町村による、消防本部の外、１消防署２出張所 

体制でスタートし、以来４２年が経過、この間、平成１８年に谷和原村が隣接する 

伊奈町と合併、つくばみらい市となり、伊奈地域が新たに管轄に加わりました。ま 

た、平成１４年に守谷町が市制を施行し守谷市となり、平成１８年に水海道市は隣 

接する石下町を編入し常総市と改称しました。 

 現在は１本部３消防署５出張所体制となり、管轄面積１９４．５５ｋ㎡、管内住 

民１５万人の生活安全の希求に対応すべく、積極的な消防行政を進めております。 

（常総市石下地域は、隣接する茨城西南地方広域市町村圏事務組合消防本部へ常総 

市が事務委託をしている） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 当消防本部を取り巻く現状と課題 
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  （２）消防本部の現況 

    ①位置・面積・管内人口の推移 

     〇位置・面積     
    

      

 
 
 

     

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

    
 

 

      

      

      

      

      

  
 

   

      

    管轄面積 １９４．５５ｋ㎡ 

      

 

 

 

計 ２３８．５１ｋ㎡ 

つくばみらい市 
７９．１６ｋ㎡ 

守谷市 

３５.７１ｋ㎡ 

常総市 

１２３．６４ｋ㎡ 

旧水海道市 ７９．６８ｋ㎡ 

旧石下町   ４３. ９６ｋ㎡ 

面 積 
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    〇管内人口の推移 

 

市 別 年 度 世 帯 数 
 人       口 

総   数 男 女 

常  総  市   

(旧 水海道市) 

28 １４，７６３ ３９，９２８ ２０，００１ １９，９２７ 

29 １５，０１６ ３９，８９７ １９，９９４ １９，９０３ 

30 １５，２２５ ３９，５３０ １９，８４６ １９，６８４ 

31 １５，２５９ ３９，１７４ １９，６６７ １９，５０７ 

守  谷  市 

28 ２５，６１１ ６５，６２６ ３３，０４９ ３２，５７７ 

29 ２６，１９０ ６６，３３０ ３３，３２７ ３３，００３ 

30 ２６，８１５ ６７，１０５ ３３，６９７ ３３，４０８ 

31 ２７，３９７ ６７，７２９ ３４，０３８ ３３，６９１ 

つくばみらい市 

28 １９，４８４ ５０，５０６ ２５，３３９ ２５，１６７ 

29 １９，９７３ ５１，１２２ ２５，６５６ ２５，４６６ 

30 ２０，４３０ ５１，５７０ ２５，９１３ ２５，６５７ 

31 ２０，６７２ ５１，６６２ ２５，９６４ ２５，６９８ 

    ３１：令和元年（各年４月１日） 

 

   ②組 織 

    〇職員数の推移 

（各年 4 月 1 日） 

   年  別 

種  別  

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 

正職員数 ２５１ ２４７ ２３８ ２４６ ２４６ ２４９ 

再任用職員数 ０ １ ７ ８ ９ １２ 

職員数合計 ２５１ ２４８ ２４５ ２５４ ２５５ ２６１ 

退職者数 １ １２ １７ ６ １６ １０ 

新規採用者数 ６ ８ ８ １４ １６ １３ 

※ 退職者数は３月３１日 
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   〇消防本部組織図 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つくばみらい消防署

警 防 係

施 設 装 備 係

予 防 係

警 防 係

予 防 課

１ 部 中 隊

１ 部 中 隊

２ 部 中 隊

警 防 課

指 揮 隊

２ 部 中 隊

南守谷出張所

総 務 係

経 理 係

企 画 係

予 防 係

総 務 係

救 急 救 助 係

２ 部 中 隊

１ 部 中 隊

２ 部 中 隊

１ 部 中 隊

総 務 課

保 安 係

査 察 指 導 係

２ 部 中 隊

谷和原出張所

水 海 道 消 防 署

東 部 出 張 所

総 務 係

予 防 係

２ 部 中 隊

総 務 係

１ 部 中 隊

警 防 係

予 防 係守 谷 消 防 署

警 防 係

消

防

長

消

防

次

長

消

防

本

部

１ 部 中 隊

２ 部 中 隊

１ 部 中 隊

１ 部 中 隊

北 出 張 所

絹 西 出 張 所

２ 部 中 隊
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   ③施  設（消防庁舎の概要） 

 

 ○消防本部・水海道消防署     

  住所      常総市水海道山田町８０８番地  

  敷地面積   ５,３５２㎡       

  床面積     １階 １,１０６.６㎡    ２階     ４９６.７㎡ 

  構造  鉄筋コンクリート造   

  建築年月日  平成２年３月３１日   

        

                

 ○水海道消防署北出張所     

  住所  常総市大生郷町２,６３１番地１  

  敷地面積  １,３８５㎡              

  床面積  １階 ２４５.３３㎡     ２階  １４２.５０㎡ 

  構造  鉄筋コンクリート造       

  建築年月日  昭和５５年１１月３０日   

        

        

 ○水海道消防署絹西出張所     

  住所  常総市菅生町３,１２９番地  

  敷地面積  １，５２３㎡                            

  床面積  １階 ３８０.２８㎡     ２階  １３３.８２㎡ 

  構造  鉄筋コンクリート造                    

  建築年月日  平成７年１月２２日                 

        

        

 ○守谷消防署      

  住所  守谷市御所ケ丘四丁目１番２号  

  敷地面積  ５,０００㎡                 

  床面積  １階 ６９７.０㎡       ２階  ４１３.０㎡ 

  構造  鉄筋コンクリート造         

  建築年月日  昭和５９年５月８日         
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 ○守谷消防署南守谷出張所                                                     

  住所  守谷市みずき野一丁目１６番１号  

  敷地面積  １,８０６㎡                     

  床面積  １階 ３４９.６４㎡     ２階  １４５.８０㎡ 

  構造  鉄筋コンクリート造              

  建築年月日  平成４年３月３１日   

        

        

 ○つくばみらい消防署      

  住所  つくばみらい市福田７５９番地   

  敷地面積  ２,０４４㎡                      

  床面積  １階 ６３０.８０㎡     ２階  １４９.０３㎡        

  構造  鉄筋コンクリート造               

  建築年月日  昭和５７年４月１日             

        

        

 ○つくばみらい消防署谷和原出張所    

  住所  つくばみらい市加藤５０７番地２   

  敷地面積  ２,３００㎡                      

  床面積  １階 ４８６.２㎡                

  構造  鉄筋コンクリート造               

  建築年月日  昭和６２年３月２７日             

        

        

 ○つくばみらい消防署東部出張所                                                

  住所  つくばみらい市台６２８番地４     

  敷地面積  １,５００㎡                        

  床面積  １階 ３４２.５４㎡     ２階  １９７.８５㎡   

  構造  鉄筋コンクリート造                 

  建築年月日  平成９年２月２８日               

        

        

 

 

 

 

 



 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

10 

 

    

   ④災害発生状況 

    〇構成各市別火災発生件数・損害額 

                               （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    〇火災原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件　数 20 20 12 52

損害額 54,346 21,070 51,588 127,004

件　数 20 10 15 45

損害額 76,089 55,544 34,046 165,679

件　数 25 15 23 63

損害額 96,360 26,964 46,923 170,247

件　数 15 14 20 49

損害額 9,269 2,674 25,702 37,645

件　数 12 26 9 47

損害額 44,060 28,656 17,336 90,052

件　数 22 14 17 53

損害額 34,677 95,701 23,026 153,404

計
                   市　別

   種　別

平成２５年

平成２６年

守谷市 つくばみらい市

平成２７年

平成２８年

平成２９年

平成30年

常総市

　　　　     原  因

  年  別

野

焼

き

等

た

ば

こ

コ

ン

ロ

火

遊

び

ス

ト

ー

ブ

電

気

配

線

・

器

具

放

火

不

明

そ

の

他

計

平成２５年 5 3 6 1 3 3 5 8 18 52

平成２６年 3 1 5 2 0 4 6 13 11 45

平成２７年 4 5 1 2 5 3 3 24 16 63

平成２８年 3 1 1 1 1 6 5 12 19 49

平成２９年 7 1 0 1 4 2 3 17 12 47

平成３０年 7 2 5 0 0 9 5 16 9 53
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   〇救急出場件数・搬送人員（過去１０年間） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　年別

　種別

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

出場件数 4,423 4,777 5,073 5,189 5,277 5,311 5,670 5,704 5,886 6,203

搬送人員 4,192 4,518 4,748 4,847 4,977 5,014 5,339 5,307 5,438 5,737
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   〇年別・事故種別救急出場件数・搬送人員 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   〇年別・事故種別救助出場件数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年　別
　　   種 別

  区 分

火

 
災

水

 
難

交
通
事
故

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

加

 
害

自
損
行
為

急

 
病

そ
の
他

計

出場件数 52 2 655 57 36 690 23 63 3,326 373 5,277

搬送人員 9 1 701 52 35 662 17 39 3,117 344 4,977

出場件数 40 2 666 73 27 706 26 54 3,320 397 5,311

搬送人員 12 2 711 71 29 673 22 39 3,084 371 5,014

出場件数 41 11 666 62 35 770 27 77 3,581 400 5,670

搬送人員 9 7 710 61 35 743 23 65 3,326 360 5,339

出場件数 44 3 532 72 50 838 18 53 3,715 379 5,704

搬送人員 5 1 563 71 50 793 19 35 3,475 295 5,307

出場件数 48 5 610 68 13 835 26 53 3,828 400 5,886

搬送人員 12 0 607 68 13 800 19 35 3,569 315 5,438

出場件数 56 6 591 86 30 832 21 61 4,147 373 6,203

搬送人員 7 1 623 87 30 790 20 42 3,818 319 5,737

平 成 ２ ８ 年

平 成 ２ ９ 年

平 成 ３ ０ 年

平 成 ２ ５ 年

平 成 ２ ６ 年

平 成 ２ ７ 年

火

　
災

交
通
事
故

風
水
害
等

機
械
事
故

建
物
事
故

ガ
ス
酸
欠

水
 
　
難

爆
 
　
発

そ

の

他

30 43 0 5 4 1 2 0 17

28 46 0 2 4 0 3 0 12

20 35 8 3 10 1 2 0 20

24 35 0 3 18 2 3 0 17

32 34 0 3 14 3 5 0 33

27 39 0 3 7 3 2 0 45

平 成 ２ ８ 年

計

102

124

126

102

99

95

平 成 ２ ９ 年

                　　　 種    　別

  年　　別

平 成 ２ ５ 年

平 成 ２ ６ 年

平 成 ２ ７ 年

平 成 ３ ０ 年
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   ⑤消防財政の現況 

    〇人口・世帯当りの消防費（当初予算）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年４月１日現在・常総市は旧水海道地区の人口を計上） 

 

 

    〇年度別消防費（歳出）決算額 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            　　年　度
 　費　目

27年度決算 28年度決算 29年度決算 30年度決算

総 務 費 2,296,663 2,189,577 2,256,178 2,239,659

施 設 費 223,043 72,850 80,810 168,062

公 債 費 12,241 45,775 70,368 98,567

予 備 費 0 0 0 0

歳 出 合 計 2,531,947 2,308,202 2,407,356 2,506,288

人 口 世 帯

  平成26年度 2,574,750 16,762 44,790 153,609 57,485

  平成27年度 2,539,828 16,359 43,198 155,254 58,795

  平成28年度 2,355,073 15,091 39,344 156,060 59,858

　平年29年度 2,429,849 15,442 39,717 157,349 61,179

　平年30年度 2,530,379 15,994 40,506 158,205 62,470

　平年31年度
（令和元年度）

2,774,845 17,500 43,817 158,565 63,328

　　　　　　区　分

　年　度

備 考 一世帯当り
の消防費

（円）

 一人当り
の消防費

（円）

消防予算
（千円）
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 （３）消防本部の課題 

   ①若手職員の育成 

     当消防本部黎明期を支えた職員の大量退職による欠員を補充するため、平成 

２８年から平成３１年までの４年間で５１名の新規職員を採用しました。この 

ことにより、組織の若返りが図られた一方、災害現場活動の実経験が乏しく、 

複雑多様化・大規模化する災害に迅速かつ的確に対応できる職員の育成が急務 

と捉えております。消防業務全般における知識・技術の伝承をスムーズに行い、 

基本の重要性を深く認識させ、若手職員の技術向上を目指さねばなりません。  

 

   ②救急需要の増加、救急隊の専従化 

     今後、緩やかではありますが少子高齢化による人口減少が始まります。但し、 

消防における救急需要は資料のとおり、今後も増加を続け、令和２２年～２７ 

年、約２５年後がピークと考えられております。 

 また、現在５つある出張所には、消防ポンプ自動車と救急車が各１台配備さ 

れておりますが、先行事案対応となるため、どちらか１台しか出場出来ない状 

態が続いております。 

     併せて、救急隊は一部を除き、専従化が図られておらず、また、救急救命士 

が行う救命処置は年々拡大され、その知識、技能についても高いものが求めら 

れており、様々な業務を受け持つ兼任性では、充分な教育、訓練が出来ないの 

が実情です。救急需要増加に対応するため、更なる救急隊の専従化を図り、専 

任隊として日々学習、訓練を重ね、高度な対応力を持つ部隊を早期に構築する 

必要があります。 

 

    ※次掲載資料は 

      〇人口推移については、国立社会保障・人口問題研究所における「日本の 

地域別将来推計人口」より引用し、各データを算出したもの。 

（算出基準日：平成３０年４月１日） 

 

      〇搬送件数推計については、救急搬送人員（件数）は年齢人口にそれぞれ 

比例するものと仮定し、平成２７年の国勢調査及び同年の救急搬送人員 

（件数）の実績を基に算出したもの。 
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構成各市の人口推移（推計人口含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2020 2025 2030 2035 2040 2045

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

常総市
(旧水海道市)

41,412 40,930 40,678 39,928 39,897 39,530 36,705 35,187 33,532 31,726 29,812 27,883

守谷市 63,920 64,463 64,933 65,626 66,330 67,105 66,346 67,150 67,196 66,664 65,767 64,673

つくばみらい市 47,196 48,216 49,643 50,506 51,122 51,570 50,834 52,078 52,868 53,180 53,140 52,884

合　計 152,528 153,609 155,254 156,060 157,349 158,205 153,885 154,415 153,596 151,570 148,719 145,440
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年齢別人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年 平成30年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

０～9歳 15,528 15,474 14,586 13,926 13,225 12,857 12,542 12,226

10～19歳 14,926 14,990 14,561 14,695 14,466 13,788 13,103 12,739

20～64歳 89,249 88,924 84,228 83,528 82,964 80,605 75,767 71,166

65～74歳 21,729 22,181 22,343 18,617 16,297 17,911 21,711 23,026

75～84歳 11,083 11,594 12,979 17,429 18,598 15,599 13,944 15,495

85歳以上 4,834 5,042 5,188 6,220 8,046 10,810 11,652 10,788

合　　計 157,349 158,205 153,885 154,415 153,596 151,570 148,719 145,440

65歳以上 37,646 38,817 40,510 42,266 42,941 44,320 47,307 49,309

65歳以上の割合 24% 25% 26% 27% 28% 29% 32% 34%
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構成各市救急出場件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2020 2025 2030 2035 2040 2045

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

常総市
(旧水海道市)

1,686 1,655 1,854 1,675 1,743 1,875 1,623 1,672 1,699 1,716 1,682 1,598

守谷市 1,933 1,979 1,980 2,240 2,196 2,287 2,400 2,657 2,870 3,040 3,119 3,127

つくばみらい市 1,617 1,648 1,802 1,757 1,904 2,000 2,024 2,196 2,322 2,416 2,433 2,435

その他 41 29 34 32 43 41

合　計 5,277 5,311 5,670 5,704 5,886 6,203 6,047 6,525 6,891 7,172 7,234 7,160
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   ③PA 連携の強化 

     近年、救急需要とともに、急増しているのが PA 連携出動です。災害の複雑 

    化、交通事情の変化、生活環境の多様化により、消防ポンプ車（PUMPER）と 

救急車（AMBULANCE）が同時出場し、連携により、傷病者の救出、救護処置 

を迅速かつ確実に行い、救命率向上を目指しているところです。ここ数年のデ 

ータを顧みると、救急約５件に対し PA 事案が１件と非常に高い割合で発生し 

ております。但し、前述のとおり、出張所は単体運用のため、PA 事案において 

は、別々の消防署所から出動するため、到着時間に差異が生じるなど、住民サ 

ービスの均一化が図られておりません。複数隊運用が喫緊の課題となります。 

 

年  別 平成２９年 平成３０年 

救急出場件数 ５，８８６ ６，２０３ 

PA 出場件数 １，２０４ １，３０５ 

 

   ④女性職員の活躍推進 

     当消防本部は、更なる住民サービスの向上、消防組織の活性化を図るために 

は、女性消防吏員の活躍推進を大きく進める必要があることから、平成３０年 

１月に「特定事業主行動計画」を策定したところです。この計画に基づき、令 

和７年度末までには、女性消防吏員の割合を５％に引き上げることを目標設定 

しました。併せて、女性専用施設の整備など、別に定める事業計画を速やかに 

進める必要があります。 

 

年 度 別 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

全体吏員数 ２５１ ２４８ ２４５ ２５４ ２５５ ２６１ 

女性吏員数 ２ １ ０ ０ ０ １ 

割合（％） ０．８ ０．４ ０ ０ ０ ０．４ 

（再任用職員含む） 
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   ⑤消防庁舎等の総合的管理及び職員の人員管理 

     長期的ビジョンをベースとし、消防庁舎等の総合的かつ計画的な管理を推進 

するために策定した当消防本部総合管理計画は、現在の８消防署所を対象とし 

ており、また、大蔵省令の通知、総務省所管の規則を踏まえるとともに、昨今 

の経済状況を思慮、耐用年数を事務所基準同様の５０年とし更新費用を算定し 

ております。消防庁舎は昭和５５年から平成９年にかけ建設され、一番新しい 

施設である東部出張所も既に２１年が経過しております。雨漏り、地盤沈下に 

よる段差の発生、訓練施設においても老朽化が目立つようになりました。また、 

平成２７年９月関東・東北豪雨による水害において、消防本部、水海道消防署 

が水没し、防災拠点の移動を余儀なくされたことは記憶の新しいところです。 

旧耐震基準施設であった北出張所は、昨年度耐震補強工事が完了しました。同 

様に現体制において大規模改修を含めた長寿命化を図るべきか、同じ場所に建 

て替えるのか、また、署所の統廃合を視野に入れ、職員、資機材を集約して、 

消防力の充実強化を目指すのか、財政面も含め、安定した消防体制の構築のた 

め、大きな舵を切る時期にきております。 

     続いて、消防隊の活動力、安全管理の強化に一番欠かすことが出来ないのが、 

職員の人員管理であります。国の示す「消防力の整備指針」においては、消防 

ポンプ自動車や救助工作車の搭乗者は５名（消防ポンプ自動車：条件により４ 

名に緩和措置あり※）と定められているところです。しかし、当消防本部は、 

人員不足により各消防車両３名での出場が常態化しております。住民の生命、 

身体、財産を災害から保護するという基本的でありながら崇高な責務を果たす 

ため、そして、組織的な戦術の敢行、更には活動隊員の安全管理を強化するに 

は人員（マンパワー）が不可欠となります。但し、闇雲に職員の増員を図るこ 

とはできません。消防庁舎同様、財政面の問題を踏まえつつ、更なる戦術強化 

を図り、その上で住民サービスの向上に繋がるような人員管理の再構築が必要 

となります。 

 

※搭乗員数の緩和要件等 

      〇隊員相互間の情報を伝達するため、各隊員が現場活動用無線機等を携帯 

       し、かつ、ホース延長作業の負担を軽減するため、動力付きホースカー 

等の装備が整備されていること。 

      〇消防隊が連携した消防活動（ペア運用）ができる場合。 
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消防車両の搭乗人員数の現状（全国） 

 

搭乗人員数 消防ポンプ自動車 化学消防車 はしご自動車 

５名以上 ２６０ 35.7％ １８０ 33.9％ ９８ 18.6％ 

４  名 ３６２ 49.7％ ２５６ 48.2％ １６３ 30.9％ 

３名以下 １０６ 14.6％ ９５ 17.9％ ２６６ 50.5％ 

合  計 ７２８ 100.0％ ５３１ 100.0％ ５２７ 100.0％ 

（総務省消防庁データ：平成３０年４月１日現在：全国７２８消防本部） 

    

   ⑥消防車両の更新、整備 

     消防車両は、消防力を構成する三要素の一つであり、消防が職責を果たすた 

めの極めて重要なファクターとなるものです。当消防本部は、前述の国が定め 

た指針を基に長期事業計画を定め、この計画に基づき、現在、消防ポンプ自動 

車、救急車、救助工作車等の災害対応実戦車両が２８台、広報車等のその他車 

両が２０台、併せて４８台の消防車両を各消防署所に配備しております。但し、 

更新期間の見直しが遅れたため、車齢が嵩み、経年劣化による不具合が生じる 

車両が目立つようになりました。 

     消防機関は、予測することができない災害等に的確に対応するために、常に 

消防車両が持つ能力を十分に発揮できるよう管理する必要があります。また、 

救急需要の増大化、そして、将来的な災害の態様等を踏まえつつ、住民サービ 

スの更なる効果を分析し、消防車両の種別、規模、機能等を選択、優先順位の 

明確化を図り更新整備を行う必要があります。 

 

    ※当消防本部の車両更新基準（目安） 

 

      ・救  急  車  車齢１５年又は走行距離２００，０００Km 

                            

      ・その他消防車両  車齢２０年又は走行距離２００，０００Km 
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   ⑦消防の広域化 

     平成３０年３月、市町村の消防の広域化に関する基本指針の一部が改正され 

ました。これは、人口減少社会の到来、低密度化・高齢化の進展等に鑑み、消 

防力の維持・強化に当たって最も有効な消防の広域化を推進し、小規模消防本 

部の体制強化を図ることがこれまで以上に必要となり、喫緊の最重要課題と位 

置付けされたところです。当消防本部はこの取組みの一つとして、他消防機関 

同様に『消防力カード』を作成し、現在の当地域の消防力を改めて分析、更に 

は、茨城県と連携し、今後の消防体制のあり方を検討・協議しているところで 

す。 

 

広域化のメリットとして、 

      〇住民サービスの向上 

       ・初動の消防力、増援体制の充実 

       ・現場到着時間の短縮 

      〇人員配備の効率化と充実 

       ・現場要員の増強 

       ・予防業務、救急業務の高度化・専門化 

      〇消防体制の基盤の強化 

       ・高度な消防設備、施設等の整備 

       ・適切な人事ローテーションによる組織の活性化 

                             などが挙げられます。 

 

     これらを総合的な見地から思慮すると、一般論としては、消防本部の規模が 

大きいほど災害対応能力が強化されることとなります。国が掲げる理想像は、 

『全県一区の消防本部』であり、少なくとも管内人口３０万以上の規模を一つ 

の目標と定めております。しかし、財政運営等の問題や各市町村が抱える様々 

な地域事情を十分配慮する必要があります。平成２７年６月に改訂された『茨 

城県消防広域化推進計画』に示された５ブロックを促進すべきか、または、現 

状を維持すべきか、更には新たな体制を模索すべきか、サービスを直接受ける 

住民に影響を与えることなく、住民ニーズを最優先に考え、再検討する必要が 

あります。 
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   国の広域化対象市町村指定について 

    【可能な限り広域化対象市町村に指定】 

      〇小規模消防本部（管轄人口１０万未満の消防本部） 

      〇準特定小規模消防本部（消防吏員数が１００人以下の消防本部） 

    【原則広域化対象市町村に指定】 

      〇特定小規模消防本部（消防吏員数が５０人以下の消防本部） 

 

      ※現在の当消防本部の状況（平成３１年４月１日現在） 

       管 内 人 口    １５８，５６５人 

       消防吏員数        ２６１人（再任用職員含む） 

    

⑧常備消防の一元化 

     当消防本部の本部庁舎がある常総市は、平成１８年１月、水海道市が隣接す 

る石下町と合併、市名称を変更し、新たな行政サービスを開始しました。しか 

し、１３年を経過した現在においても石下地域は、従来のまま茨城西南地方広 

域市町村圏事務組合消防本部が消防行政サービスを提供しているところであり 

ます。制度的に消防は消防組織法において、市町村固有の事務と位置付けされ 

ており、財政上の問題、更には住民サービスの平等化を図るため、そして、何 

よりも、行政、消防団、住民一体となり更なる地域防災力向上のため、常備消 

防の一元化について、常総市当局と再検討する必要があります。 

 

常総市の常備消防力（組織体制）の比較 

常総広域（旧水海道市） ・ 茨城西南広域（旧石下町） 

区   分   管轄人口（人） 管轄面積（㎢） 署 所 数 配置職員数（人） 署所の部隊運用 消防車両台数 

常 総 広 域 39,530 79.68 １署２出張所 68 
署３隊運用 

※所単独運用 

１５ 

茨城西南広域 24,302 43.96 １ 分 署 19 分署２隊運用 ３ 

      各数値：平成３０年４月１日現在 

※所単独運用：消防ポンプ車と救急車の先行事案１隊運用をいう 
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 （１）変革を求められる消防組織体制 

   今日まで、様々な災害に迅速・的確に対応できるよう強固な消防体制の整備に取 

り組んで参りました。しかし、平成２７年９月、当地域を襲った「関東・東北豪雨」 

のような大規模自然災害や超大型地震の切迫性が懸念されており、更には、人口減 

少、超高齢化社会への突入、情報通信技術等が目覚ましく発展するなど社会環境が 

著しく変化する中、多種多様化する災害に対応するため、更なる消防力強化を期待 

されているところです。前述のとおり、当消防本部は様々な課題を抱えております 

が、これらを解決するために、これまで培った経験と技能伝承をベースにしつつも、 

未来社会に対し、柔軟に変革対応出来るようシフトチェンジが必要となってきてお 

ります。 

 

 （２）消防力適正配置検討委員会の発足（目指す姿） 

   前号の変革を求められる中、消防需要、特に救急業務が今後も増加していくと想 

定されます。消防力を如何に低下させることなく、財政的に効率的かつ持続可能な 

消防体制を維持させていくためには、大胆ではありますが、建て替え時期等に合わ 

せ、消防署所の統廃合を考慮し、消防力を集約配置した効果的な再配置の調査検討 

が必要ではないかと考え、当組合管理者の諮問に応じ、同委員会を立ち上げました。 

事務局は消防本部内に設置し、委員は、専門的な学識経験を有する者、地域防災活 

動を行う団体の代表者、地域住民の代表者の計１２名に委嘱、事務局の協力機関と 

して、一般財団法人 消防防災科学センターに業務委託し、調査に基づく科学的資 

料の提供、その他技術支援を受けたところです。委員会は何れも、当消防本部会議 

室において、第１回目を平成３０年９月１０日皮切りに平成３１年３月１３日まで 

の間、計６回開催しました。最終となった第６回の委員会において、同委員長から 

管理者に対し、今後における消防力適正配置のあり方についての答申を行ったとこ 

ろです。 

 

 

 

 

３ 当消防本部の将来像（基本構想） 
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 （３）消防力適正配置検討委員会における協議内容 

   ①第１回：平成３０年 ９月１０日 

    〇委嘱状交付 

    〇委員長選出 

    〇諮問書交付 

    〇主な協議内容 

     ・消防署所再編検討に至った経緯について 

     ・消防署所の概要について 

     ・消防力適正配置等調査の概要説明 

     ・消防力適正配置等調査報告（第１回） 

       １）調査の目的、内容、方法 

       ２）現況と災害の発生状況 

       ３）現状消防力の運用効果 

 

   ②第２回：平成３０年１０月１５日 

    〇PA 連携活動デモンストレーション視察 

    〇主な協議内容 

     ・消防力適正配置の検討について 

       １）消防庁舎の整備に係る基本要件 

       ２）署所配置の要件 

       ３）災害の危険性について（関東・東北豪雨における当消防本部の対応 

         状況説明及び構成市のハザードマップによるリスク確認） 

     ・消防力適正配置等調査報告（第２回） 

       １）消防署所適正配置の検討（現在の８署所・７署所・６署所の場合）     

       ２）上記の運用効果の検討 

 

   ③第３回：平成３０年１１月１２日 

    〇主な協議内容 

     ・８署所・７署所・６署所体制の職員数について 

     ・消防力適正配置等調査報告（第３回） 

       １）各種条件を付加した署所位置の検討 

          消防署所の災害危険を回避する 

          消防需要が少ない地域における消防署所の確保 
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      ２）上記の運用効果の検討 

    ・将来人口の動向による署所配置の検証 

 

  ④第４回：平成３０年１２月１０日 

   〇主な協議内容 

・現況及び過去の水害による被害状況 

    ・消防力適正配置等調査報告（第４回） 

      １）各種条件を付加した署所位置の検討２ 

         水害危険がある署所を高台に移転 

         移転することで大幅なサービス低下を及ぼす署所を現在位置付近 

に固定 

      ２）救急搬送先と管内各所からの走行時間 

・８～６署所体制での消防車両の配置と運用効果 

 

  ⑤第５回：平成３１年 ２月 ６日 

   〇主な協議内容 

    ・消防力適正配置等調査報告（第５回） 

      １）各種条件を付加した署所位置の検討３ 

         検討した二つの案の外、これらの折衷案を加えた再検討 

      ２）救急搬送先と管内各所からの走行時間（近隣市追加） 

    ・将来における適正配置調査結果の検証 

    ・消防団の運用効果 

    ・報告書素案及び答申案の検討 

 

  ⑥第６回：平成３１年 ３月１３日 

   〇主な協議内容 

    ・消防力適正配置検討委員会調査報告書の概要について 

    ・消防力適正配置のあり方について（答申）案 

    ・答申後における事務事業計画について 

   〇答申書提出 
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 （４）消防力適正配置検討委員会における答申内容（原文掲載） 

      

   平成３０年９月１０日に諮問のありました常総地方広域市町村圏事務組合消防

力適正配置検討につきまして、本委員会は計６回に亘り検討を進めて参りました。 

   常総広域管内における消防需要は、つくばエクスプレスの開通、高速自動車道路

等の整備に伴う交通環境の変化、更には少子高齢化による人口の増減が急速に進み、

現在の消防署所を設置した時に比べ、大きく変化していることが明らかとなりまし

た。 

   加えて、救命救急の効果的対応として、救急車と消防ポンプ車が同時に出動して

活動に当たるＰＡ連携をはじめ、消防の活動は全般的に、複雑、多様化しており、

配置部隊の専任化、複数化を図るなど、消防力の強化が急務となっております。 

   本委員会では、こうした背景のもと、消防力強化の方策として、８署所ある現在

の拠点を整理統合し、消防職員と消防車両を含めた資器材を集約化することにより

組織体制の強化を図ることができるとの考えに立ち、将来的には６署所の拠点で消

防体制を整備することが強化に繋がるとの結論に至りました。 

   その中で、これからの消防需要、災害危険の回避、住民サービスの格差の是正等

を踏まえるとともに、委員の意見を集約し、また、科学的データを加味し、次の３

案を検討しました。 

    Ａ．水海道署を水害危険度の低い市街地高台に移転。一部地域の住民サービス

を低下させないため、北所と絹西所を現在地付近に維持。守谷署と南所を 

整理統合し、松並地区付近に新たに設置。つくばみらい署を水害危険度の
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低い北東部台地（伊奈東中付近）に移転。谷和原所と東部所を整理統合し、

みらい平地区北側に新たに設置。 

    Ｂ．水海道署を市街地高台に移転。つくばみらい署をＡ案の更に南側に位置し

た東部台地（久保浄水場付近）に移転。この２署を固定し適正配置を求め

た結果、北所は三妻橋西側に移転、絹西所は坂手工業団地南側に移転。守

谷署と南所を整理統合し、松並地区付近に新たに設置。谷和原所と東部所

を整理統合し、みらい平地区に新たに設置。但し、北所と絹西所は水害時

浸水想定区域内に該当。 

    Ｃ．Ａ案とＢ案を折衷、水海道署を市街地高台に移転。北所と絹西所は水害の

危険を排除し、現状付近に設置。守谷署と南所を整理統合し、松並地区付

近に新たに設置。つくばみらい署を東部台地（久保浄水場付近）に移転。

谷和原所と東部所を整理統合し、みらい平地区に新たに設置。尚、この統

合予定であるみらい平地区の署所と絹西所の位置は、７署所の適正配置結

果に基づくものである。 

        

   検討の結果、北所と絹西所が水害による機能移転対応の可能性を有するＢ案を除

外、Ａ案とＣ案を採択し、今後の調整は、貴事務組合に委ねることとしました。 

 こうした署所位置は、管内全体の効率に主眼を置きつつも、特定の地域に極端な

消防力の低下がないこと、加えて災害危険性を排することなどの消防庁舎立地のあ

り方も加味し、また、将来に渡った妥当性を検証した上で、総合的に適正配置であ
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ると判断致しました。 

   この結果と併せ、災害危険のある各署所を建て替え時に移転すること、署所の整

理統合の根幹を成す専任部隊を体制整備することにより、管内全域の消防力が強化

されるものと考えます。 

   本検討委員会における答申を基に、常総地方広域市町村圏事務組合消防本部の整

備方針を早期に策定し、各自治体との連携、そして、消防団員の育成強化を含め、

更なる地域の消防力維持に努め、一致団結して安心安全のため取り組まれることを

強く希望して、本委員会の答申と致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会の様子           救急デモンストレーション視察 
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（１）基本方針と施策 

   消防力適正配置検討委員会において今後の消防力強化の骨格（基本方針）として、 

８署所ある現在の防災拠点を整理統合し、人員や資機材を集約することにより更な 

る組織体制の強化を図り、住民サービスの質を落とすことなく、将来的には６署所 

の拠点で消防行政を執り行う旨、示されたところであります。 

 基本的には、本答申内容をベースとし計画を樹立、施策を展開することとなりま 

すが、今後の社会情勢の動向、財政上の問題、住民からの要望・意見等を十分配慮 

するとともに、構成市との協議、連携を高め、必要に応じ、随時見直しを図るもの 

とします。全てにおいて『住民ファースト』が大原則となります。 

   

 （２）答申内容を踏まえた具体的な重点施策（概要） 

   ◎これからの消防需要を考えること 

   ◎災害リスクを回避すること 

   ◎住民サービスの格差を是正すること 

 

   ①防災拠点を８署所から６署所へ（消防庁舎の整理統合） 

    〇水海道署を水害危険度の低い市街地高台に移転。 

    〇水害危険度が低く、一部地域の住民サービス低下を防ぐため、北所と絹西所 

を現在地付近に維持。 

    〇守谷署と南所を整理統合し、守谷市松並地区付近に移転。 

    〇つくばみらい署を水害危険度の低い北東部台地（伊奈東中付近）に移転、谷 

和原所と東部所を整理統合し、みらい平地区北側に新たに設置。 

                  又は、 

     つくばみらい署を東部台地（久保浄水場付近）に移転、谷和原所と東部所を 

整理統合し、みらい平地区に新たに設置。 

 

   ②職員と消防車両を含めた資機材の集約 

    〇消防署における救急隊の専従化。 

    〇出張所における２隊運用（PA 連携活動の強化）。 

４ 重点施策、その展開 (実施計画) 
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 （３）消防庁舎（施設）の管理及び隊の運用計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水海道署 年 北所 年 絹西所 年 守谷署 年 南所 年 みらい署 年 谷和原所 年 東部所 年

平成30年 28 耐震工事 37 23 33 26 36 30 21

令和元年 29 38 24 34 27 救急専従化 37 31 22

2年 30 39 25 35 ２隊運用 28 38 32 23

3年 31 40 26 36 29 39 33 24

4年 32 41 27 救急専従化 37 30 40 34 25

5年 33 42 28 38 31 41 35 26

6年 救急専従化 34 43 29 39 32 42 36 27

7年 ４隊運用 35 44 30 40 33 43 37 28

8年 36 45 31 41 34 44 38 29

9年 37 46 32 42 35 45 39 30

10年 38 47 33 43 36 ２隊運用 46 東部所統合 40 谷和原所統合 31

11年 39 48 34 44 37 47

12年 40 49 35 45 38 48

13年 41 ２隊運用 50 36 46 39 49

14年 42 51 37 47 40 高台移転 50

15年 43 52 38 48 41

16年 44 53 39 49 42

17年 ３隊運用 45 54 ２隊運用 40 南所統合 50 守谷署統合 43

18年 46 55 41

19年 47 56 42

20年 48 57 43

21年 49 58 44

22年 高台移転 50 59 45

年：築年数（４月１日基準日）

署３隊運用 所２隊運用 所２隊運用 署５隊運用 所２隊運用 署３隊運用

（統合により５隊運用）

（統合により３隊運用）
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 （４）職員の配置計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 2 2 2 2

11 11 1 13 1 13 1 14 1

7 7 8 8 8 1

20 8 21 7 20 7 22(※2) 7 21 8

40 8 41 8 43 8 45 8 45 10

40 2 40 2 40 2 40 2 40 2

15 15 15 15 15

15 15 15 15 15

70 2 70 2 70 2 70 2 70 2

52 2 48 3 48 3 52(※3) 2 52 2

17 25(※1) 25 25 25

69 2 73 3 73 3 77 2 77 2

40 40 2 40 2 40 2 40 2

15 15 15 15 15

15 15 15 15 15

70 70 2 70 2 70 2 70 2

2 2 2 2 2

14 1 13 12 1 13 13 1

8 1 8 8 1 8 8 1

21 8 22 7 22 7 21 8 26 3

45 10 45 7 44 9 44 8 49 5

44(※4) 2 50(※5) 2 50 3 50 2 50 3

15 15 15 15 15

15 15 15 15 15

74 2 80 2 80 3 80 2 80 3

52 2 52 2 52 2 52 2 52 2

25 1 25 25 1 25 25 1

77 3 77 2 77 3 77 2 77 3

40 2 40 2 40 2 40 1 25(※6)

15 15 15 15

15 15 15 15

70 2 70 2 70 2 70 1 65 2

令和３年 令和４年 令和５年

消

防

本

部

消防長・次長

総務課（派遣含む）

予防課

警防課

小　計

所　　　属 令和元年 令和２年

み

ら

い

署

下

つくばみらい署

谷和原所

東部所

小　計

合計（再任用含む）

水

海

道

署

下

水海道署

北　所

絹西所

小　計

守

谷

署

下

守谷署

南　所

小　計

262

前年度退職者 10 5 9 8 4

261（内再任用12） 269（内再任用15） 271（内再任用15） 276（内再任用14） 278（内再任用16）

正規職員数 249 254 256 262

令和８年 令和９年 令和１０年

新規採用者 13 10 11 14 4

消

防

本

部

消防長・次長

総務課（派遣含む）

予防課

警防課

小　計

所　　　属 令和６年 令和７年

み

ら

い

署

下

つくばみらい署

谷和原所
40(※7) 2

東部所

小　計

水

海

道

署

下

水海道署

北　所

絹西所

小　計

守

谷

署

下

守谷署

南　所

小　計

正規職員数 266 272 271 271 271

合計（再任用含む） 283（内再任用17） 285（内再任用13） 288（内再任用17） 284（内再任用13） 284（内再任用13）

新規採用者 10 10 5 1 4

前年度退職者 6 4 6 1 4
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  職員配置計画表 ※注釈 

 

   ※１ 南所を２隊運用 

   ※２ 消防本部指揮隊を各部６名（現在 5 名） 

   ※３ 守谷署の救急隊専従化 

   ※４ 水海道署の救急隊専従化 

   ※５ 水海道署を４隊運用 

   ※６ つくばみらい署を出張所に改編し２隊運用 

   ※７ 谷和原所と東部所を整理統合、消防署に改編し３隊運用 

    

 

 

 

 

 

 

  

 

（５）救急業務の高度化推進及び充実強化 

    前述のとおり、超高齢化社会の到来により、救急需要が高まることが予想され、 

また、救急処置範囲の拡大等を含む、更なる救急業務の高度化・専任化に適切に 

対応するため、救急救命士を計画的に養成し技術向上に努めねばなりません。 

    平成３０年４月現在の救急隊１隊における救急救命士の配備状況は下記のと 

おりです。 

 

項      目 １隊における救急救命士の配備人数（人） 

全 国 平 均 ７．４ 

管 内 人 口 同 規 模 程 度 の 消 防 本 部 平 均     

（全 国 ３０ 消 防 本 部 抽 出） 
７．１ 

常 総 広 域 消 防 本 部 ５．４ 

※資格を持つが、配属先の担当業務により、救急車に搭乗しない救命士を含む 
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    本データは、署所の数、専従化率により変動するため、これをもって一概に少 

ないとは言えませんが、現在当消防本部の出張所における、救急救命士の配備人 

数は２名強であり、不在等の問題も含め、サービスの均一化を図るため、早急に 

対応する必要があると思われます。 

 そこで当消防本部としては、更なる救急業務の高度化を推進するため、教育面 

を含め、当面の目標として次の５点を掲げることとしました。 

 

  ・消防署は救急隊１隊に対し、２名以上の救急救命士が搭乗すること。 

  ・出張所は救急隊１隊に対し、必ず１名以上の救急救命士が搭乗すること。 

   ・救急隊員教育の企画・運営・指導の中心的役割を担う指導救命士を、年齢 

層に配慮しつつ、警防課及び各署下に１名以上配備し、教育訓練体制の充 

実を図ること。（現役活動隊員を５～６名配備） 

     ・救急救命士を含む救急隊員に対する職場内研修、病院研修等の生涯教育を 

更に促進すること。 

     ・メディカルコントロール協議会（医療機関）と定期的な協議を行い、緊密 

な信頼、協力関係を築くとともに、病院前救護における医療的観点を深め、 

更なる救急活動の質の向上を図ること。 

 

これらの目標を、令和１０年度までに達成するため、次のとおり、救急救命士 

   等の養成及び採用を積極的に進めて行きます。 

 

 

 

 

 

   〇救急救命士の配置計画 

（人） 

署所別 水海道署 北 所 絹西所 守谷署 南 所 みらい署 谷和原所 東部所 日勤等 計 

現在値 ７ ３ ２ ９ ５ ９ ２ ２ ５ ４４ 

目標値 １０ ４ ４ １０ ６ １０ ４ ４ ６ ５８ 

※５８名（１隊における救急救命士の配備人数 7.3 人≒全国平均 7.4 人） 



 

34 

 

 

   〇指導救命士の配置計画 

（人） 

署所別 水海道署 北 所 絹西所 守谷署 南 所 みらい署 谷和原所 東部所 日勤等 計 

現在値 １ ０ １ １ ０ ０ １ ０ ０ ４ 

目標値 ２ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ０ １ ７ 

 

   〇救急救命士等の入校計画  

（人） 

年 度 令和元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 

救 急 

救命士 
２ ２ ３ ２ ２ ３ ２ ２ ３ ２ 

指 導 

救命士 
１ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ ０ １ 

 

参 考 資 料 

   〇熟年層（５６歳以上から６０歳）救急救命士数の推移 

（人） 

年 度 令和元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 

人 数 ６ ６ ４ ４ ２ ３ ４ ４ ５ ９ 

 

   これらの計画については、消防力適正配置検討委員会の答申内容に基づく消防庁 

舎等の統廃合を含めた進捗状況、そして、救急救命士有資格者採用の動向を踏まえ 

つつ、また、定年延長制度を視野に入れた熟年層救急救命士の健康状態に配意した 

人事管理の徹底を図り、必要に応じ、適宜、見直しをするものとします。 
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 （１）更なる防火・防災対策の推進 

   ①住宅防火対策の推進 

     消防白書によると、平成３０年中は、全国で建物火災が２０，７０３件発生 

しており、その内、住宅（共同住宅等含む）での火災が１０，９１２件と過半 

数を占めております。また、住宅火災における死者は１，００１人で、更にそ 

こから放火自殺者等を除くと、９２６人となっております。この９２６人の内、 

６５歳以上の高齢者は６５２人（７０．４％）でした。住宅火災死者に占める 

高齢者の割合は、平成２０年に６割を超え、平成２５年以降は７割前後で推移 

しております。当消防本部においても、過去３年間で住宅火災において２名の 

方が亡くなっており、何れも高齢者でありました。 

     住宅火災により死者が発生する原因の約５割は「逃げ遅れ」であり、就寝時 

間帯では最大で４倍の死者が発生すると言われております。高齢者の一人暮ら 

し世帯も増え、また、迅速な行動が困難な方も多いと思われます。 

 高齢者を中心とした住宅火災による死者を大幅に低減させるため、『早期発 

見と通報、そして、何よりも大切な避難行動』をとるべく、平成１６年法改正 

により住宅用火災警報器の設置が義務化されました。この警報器が設置されて 

いる場合、死者は約４割減となる効果を確認しているところです。しかし、下 

記調査結果のとおり、当消防本部管内の設置状況は平均を大きく下回っており、 

早急な対策が必要となります。調査における分析の結果、法令化される前の既 

存住宅における設置率が極めて低いことが判明、地域に密着した消防団、自主 

防災組織、婦人防火クラブ等の協力を得、共同購入や個別訪問を含めた更なる 

住宅防火対策を推進し、究極の目標であります「住宅火災から死者をなくす」 

ため、先ず「住宅用火災警報器設置率と条例適合率を全国平均に」を目指しま 

す。 

 また、住宅火災の内、出火件数の最多はコンロ火災で、死者数が多いのは、 

たばこ火災、ストーブ火災、コンロ火災、電気機器火災となります。これらを 

低減すべく、防災訓練等において製品の安全利用の周知徹底を図るとともに、 

安全装置付き機器取り換え等の促進を行います。 

５ その他の施策（推進事業） 
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 更には、近年の死者が発生した住宅火災における着火物の状況を鑑みると、 

寝具類や衣類に着火したことによる死者が全体の約２割（着火物不明を除くと 

全体の約４割）を占めるため、義務はないものの、住宅火災から大切な命を守 

るため、寝具類、衣類等の防炎製品使用を促進します。 

 

〇全国の建物火災発生状況  

 

年    別 平成２８年 平成２９年 平成３０年 

建物火災件数 ２０，９９１ ２１，３６５ ２０，７０３ 

住宅火災件数 １１，３５４ １１，４０８ １０，９１２ 

上記による死者数※ ８８５ ８８９ ９２６ 

上記の高齢者数（割合） ６１９(69.9％) ６４６(72.6％) ６５２(70.4％) 

                            ※放火自殺者等を除く 

                               （消防白書より） 

 

   〇当消防本部管内の建物火災発生状況 

 

年    別 平成２８年 平成２９年 平成３０年 

建物火災件数 ２７ ２６ ２９ 

住宅火災件数 １８ １４ １７ 

上記による死者数※ ０ ２ ０ 

上記の高齢者数（割合） ０(0.０％) ２(１００％) ０(0.０％) 

※放火自殺者等を除く 
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   〇住宅用火災警報器の設置状況 

（％） 

 全国設置率 条例適合率 茨城県設置率 条例適合率 当本部設置率 条例適合率 

平成２９年 ８１．７ ６６．４ ７４．０ ６１．９ ６７．０ ６０．０ 

平成３０年 ８１．６ ６６．５ ７１．８ ５９．４ ６３．０ ４１．０ 

令 和 元 年 ８２．３ ６７．９ ７２．５ ５８．８ ６８．０ ４４．０ 

各年６月１日現在 

 

※当消防本部管内の調査にあっては、訪問調査を原則としており、また、１００ 

世帯、無条件に抽出しているため、地域差等により、一定の誤差が生じていま 

す。 

※設置率とは、一箇所以上設置されている世帯の割合となります。 

   ※適合率とは、火災予防条例で設置が義務付けられている住宅の部分全てに設置 

されている世帯の割合となります。 

   項目の目標  

    〇住宅用火災警報器設置率と条例適合率を全国平均数値にすること。 

    〇火気使用機器の安全利用の周知徹底を図ること。 

    〇防炎製品の更なる普及啓発を図ること。 
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   ②実効性のある査察体制の確立 

     防火対象物や危険物施設の査察は、火災や事故を未然に防ぎ、また、万が一、 

アクシデントが発生した場合に被害を最小限に留められるよう、消防法令違反 

や火災予防上の欠陥を具体的に把握するとともに、指導、即是正させることに 

よって地域住民の安全で安心な暮らしを側面から支えることとなります。防火 

対象物における防火管理体制の構築、そして、危険物施設の貯蔵、取扱い及び 

維持管理に係る指導の徹底は、予防行政上、非常に重要な役割を占めておりま 

す。  

     近年、全国に目を向けますと、特に高齢者が利用する社会福祉施設、簡易宿 

泊所、有床診療所等において多くの犠牲者を伴う火災が発生しております。 

     不特定の方が利用する施設、災害弱者が多数利用する施設、そして、一度災 

害が発生すると、人的、物的、経済的に甚大な被害を及ぼす危険物施設におい 

ては、特に定期的な査察を行い、的確な防火安全指導を行う必要があります。 

 当消防本部においては、所属毎、火災予防査察規程に基づき、実効性のある 

定期査察計画を樹立させ、査察を行っているところですが、執行率も全国平均 

に及ばないため、予防担当日勤者や再任用職員を最大限に活用し対応している 

ところです。また、査察を適切に実施するための知識、経験を持った査察員を 

生涯研修の一環として育成するとともに、違反が是正されない事業所等に対し 

ては、厳正な違反処理を実施し、公表制度を活用して、これら施設を利用する 

方の更なる安全性の向上を目指します。 

 

    〇火災予防査察規程に基づく定期査察の回数（目安） 

     

      １）第１種査察対象物    １年に１回以上 

 

      ２）第２種査察対象物    ２年に１回以上 

 

      ３）第３種査察対象物    ３年に１回以上 

 

         ※上記以外の査察対象物にあっては、消防署長が必要と認める場合 

に実施する。 

 

 



 

39 

 

 

査 察 対 象 物 区 分 表 

区  分 項 内               容 

第 １ 種 

 

査察対象物 

 

１ 

 

政令別表第１(１)項から(４)項まで、(５)項イ、(６)項、(９)

項イ、(１６)項イ、(１６の２)項及び(１６の３)項の防火対象

物で固定消防用設備の設置を必要とするもの。 

２ 予防規定製造所等 

第 ２ 種 

 

査察対象物 

 

１ 

 

政令別表第１(５)項ロ、(７)項、(８)項、(９)項ロ、(１０)項

から(１５)項まで、(１６)項ロ及び(１７)項の防火対象物で固

定消防用設備の設置を必要とするもの。 

２ 第１種第２項査察対象物以外の保安監督者製造所等 

 

第 ３ 種 

 

 

査察対象物 

 

 

１ 

 

政令別表第１(１)項から(１７)項、(第１種第１項及び第２種

第１項の査察対象物を除く)までの防火対象物で消防用設備等

(政令第７条第４項第２号に定める誘導標識を除く｡)の設置を必

要とする防火対象物 

２ 第１種第２項及び第２種第２項査察対象物以外の製造所等 

 

    〇当消防本部における防火対象物査察実施率 

 

項    別 防火対象物数 査察実施回数 査察実施率(％) 

平成２８年度 ４，８６６ ４７２ ９．７ 

平成２９年度 ４，９２４ ５５２ １１．２ 

平成３０年度 ５，１２６ ９３９ １８．３ 

 

〇全国の防火対象物査察実施率 

 

平成２８年度 ２１．４％ 

平成２９年度 ２１．６％ 

（消防白書より） 
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   〇当消防本部における危険物施設査察実施率 

 

項    別 危険物施設数 査察実施回数 査察実施率(％) 

平成２８年度 ５０２ １２７ ２５．３ 

平成２９年度 ４９２ １６１ ３２．７ 

平成３０年度 ４９１ １９５ ３９．７ 

 

〇全国の危険物施設査察実施率 

 

平成２８年度 ４９．１％ 

平成２９年度 ５０．４％ 

（消防白書より） 

項目の目標 

    〇査察実施率を全国平均数値にすること。 

    〇教育・研修により査察に必要な知識を取得させ、また、予防技術検定資格者 

を計画的に養成し、これら資格者を中心とした専従査察員制の導入を目指す。 

    〇違反処理を含めた査察執行管理体制の充実強化により、予防課と各署所が一 

     丸となり、管内事業所等の更なる安全性の向上を図ること。 
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 （２）地域における救命力の育成等 

   ①応急救護知識の普及 

     １１９番通報を覚知してから救急車が現場に到着するまでの所要時間は、救 

急需要の増幅に伴い、年々延伸しており、平成３０年中の当消防本部平均現場 

到着は９.３分（平成２９年中は８.８分）であります。心肺停止患者等が発生し 

た場合、救急車が到着するまでの時間にその場に居合わせた人（バイスタンダ 

ー）が速やかに適切な応急手当を施すことにより、救命率が大幅に向上するこ 

と、そして、傷病者の社会復帰を含めた予後の改善は明らかです。 

     日頃からの予防に始まり、いざという時の早期通報、AED や心肺蘇生法な 

ど、傷病者の尊い命を救い、社会復帰に導くこの『救命の連鎖』をより強固に 

するため、当消防本部は、平成１７年より AED（自動体外式除細動器）を使用 

した応急手当講習会を開催しております。 その結果、 バイスタンダーによる 

AED 使用効果も徐々ではありますが増加傾向にあり、更なる実施率の向上を期 

待しているところであります。 

     バイスタンダーが応急手当の知識と技術を取得し、何よりも勇気を出し、自 

信を持って応急救護が行うことが出来るよう、継続的かつ計画的に応急手当講 

習会の実施を更に推進する必要があります。 

     当消防本部は、数年前より、定期開催制を導入したため、各定員の関係によ 

    り受講者の減少が見られております。講師は日勤者や非番者を活用するなど、 

開催日の再調整を画策するとともに、事業所等との連携により、更なる応急手 

当普及員を養成し、講習会開催数を増加させ、普及啓発を目指します。 

    〇普通救命講習会実施状況 

 

年  度  別 講習会実施回数（回） 受講者数（人） 

平成２６年度 １４６ ２，６２８ 

平成２７年度 １３９ ２，２５８ 

平成２８年度 １４１ ２，１８７ 

平成２９年度 １２１ １，８３１ 

平成３０年度 １２５ １，５７８ 
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項目の目標 

    〇事業所等と連携し、応急手当普及員等の育成に努め、普通救命講習会受講者 

を増やし（昨年度の１．５倍程度）、地域における救命力強化を図ること。 

         

   ②救急車の適正利用の推進 

     平成３０年中の救急搬送人員５，７３７人の内、入院治療を伴わない、いわ 

    ゆる軽症者は２，６９４人で、全体の４７％を占めております。本数値は全国 

平均値である４８．６％（平成２９年データ）と同程度です。 

 本来の救急業務は、住民の生命・身体を守る業務であり、タクシー代わりや 

安易に救急車を要請されることにより、現場への到着時間が遅れ、本当に必要 

な重篤患者の命を救えなくなる恐れがあります。 

     消防白書によると、他人通報が多いとされる交通事故における軽症者率はこ 

こ数年、７５％を優に超えており、また、年齢区分別の軽症者率を照査すると、 

個別判断が難しい乳幼児・少年層の軽症者率が７５％前後を推移しております。 

 当消防本部は、一時期、軽症者率が５５％を超えていたところですが、リー 

フレットの配布、ホームページ等を活用した広報活動により、少しずつではあ 

りますが、減少傾向にあります。しかし、更なる救急体制の充実強化を図るた 

めに、傷病に至る前の予防救急の普及に努め、また、民間救急搬送事業等の活 

用を推進し、更には、国が推奨する適正利用事業を住民全員に周知させ、救急 

車要請の抑制を目指す必要があります。 

 

    〇当消防本部の救急搬送軽症者率の推移 

 

年   別 搬送人員数（人） 軽症者数（人） 軽症者率（％） 

平成２６年 ５，０１４ ２，５１２ ５０．１ 

平成２７年 ５，３３９ ２，６１３ ４８．９ 

平成２８年 ５，３０７ ２，５９５ ４８．９ 

平成２９年 ５，４３８ ２，５４９ ４６．９ 

平成３０年 ５，７３７ ２，６９４ ４７．０ 
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    〇全国の事故種別ごとの軽症者率 

（％） 

項   別 軽症者率全体 急  病 交通事故 一般負傷 

平成２６年 ４９．４ ４８．６ ７６．６ ５９．２ 

平成２７年 ４９．４ ４８．７ ７６．６ ５９．７ 

平成２８年 ４９．３ ４８．８ ７６．５ ５９．５ 

平成２９年 ４８．６ ４８．１ ７６．０ ５８．８ 

（消防白書より） 

項目の目標 

    〇消防訓練指導や救命講習会開催時において、救急事故の原因や身の回りにあ 

る危険因子等を住民に広報し、「予防救急」という概念の普及を図ること。 

    〇国が推奨する「♯７１１９」や「全国版救急受診アプリ」を積極的に活用出 

来るよう、救急車適正利用事業の周知徹底を図ること。 

    〇軽症者率を４０％前半の数値にすること。 
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 （３）危機管理体制の連携強化と防災意識の向上 

   ①大規模・特殊災害発生時の受援・応援体制の強化 

     東日本大震災や平成２７年９月関東・東北豪雨等を教訓とし、過去に例のな 

    い自然災害、また、想定を上回るような規模の災害発生時にも適切に対応出来 

るよう、技術、知識の取得に努めるとともに、関係機関等の連携を更に深め、 

危機管理体制の強化を図る必要があります。                                   

     折しも、本年５月、当消防本部管内において廃材置場火災が発生、局地災害 

であったにも関わらず、活動内容の制限や水利条件が乏しく、また、燃焼物件 

からたなびく猛烈な黒煙による環境被害を最小限に食い止めるべく、茨城県消 

防広域応援隊を要請致しました。関東・東北豪雨災害に続く、２度目の受援と 

なり、反省点を活かした連携活動、情報共有、そして、人員統制を含めた労務 

管理を実施したところです。しかし、住民の被害軽減を第一に考えますと修正 

点は多々あり、応援協定の内容等を見直し、更なる相互応援体制の充実のため、 

定期的な合同訓練の実施、資機材や食糧の統一化を図るなど、応援協力を含め 

た対応力強化に努める必要があります。 

 

    〇平成２７年９月関東・東北豪雨における応援隊等の出動状況 

       災害発生日：平成２７年９月１０日 

 

活動隊名 活動延べ日数 活動延べ隊員数（人） 

緊急消防援助隊 ８日 ２，２５９ 

茨城県消防広域応援隊 ８日 ４９６ 

常総広域消防本部 １０日 ８９２ 
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    〇常総市坂手町廃材置場火災 

       災害発生日：令和元年５月１５日 

 

活動隊名 活動延べ日数 活動延べ隊員数（人） 

茨城県消防広域応援隊 ５日 ４５６ 

防災航空隊（茨城・埼玉・栃木・福島） ６日 ７９ 

消防相互応援（茨城西南広域） ２日 ６ 

常総広域消防本部 １３日 ６７４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 項目の目標 

    〇消防力を結集して活動するための、より実践的かつ総合的な訓練に積極的に 

参加し、消防相互の連携を図ること。 

    〇大規模かつ広域的な災害に備え、隊員の食糧、資機材等備蓄を計画的に進め、 

将来的にはオール消防で災害に対応出来るよう、活動ロスを防ぐため、資機 

材等の統一に向け準備を図ること。 
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   ②関係機関、住民との更なる連携 

     全国各地で地震や局地的な豪雨災害が頻発し、地域防災力の重要性が増大し 

ている一方で、少子高齢化の進展など社会情勢が変化し、次世代の地域防災の 

担い手を確保することが難しくなってきたと言われております。 

 このことから、地域コミュニティとの結びつきが非常に強い消防団員を中核 

とし、また、関係行政機関と連携し、防災士（防災リーダー）の育成に努め、 

更なる地域防災力の強化を図り、「自助」と「共助」の精神を植え付け、住民の 

防災意識向上に努めねばなりません。 

 当消防本部管内で発生した「平成２７年９月関東・東北豪雨」の教訓を風化 

させることなく、広域的な災害が発生した時には、『自分の命は自分で守る。』 

『地域の安全は地域全体で守る。』を基本とし、消防団、自主防災組織等とスク 

ラムを組み、住民全員が防火・防災に対し関心が持てるよう、災害に強い街づ 

くりを目指します。 

 

 

    〇構成市の自主防災組織（自治会等）の現況 

 

市 町 村 名 年   別 組織数 組織における世帯数 

常 総 市 平成２９年 ８７ １３，６９７ 

（石下地区含む） 平成３０年 ９７ １２，６３６ 

守 谷 市 
平成２９年 ６３ １７，１６８ 

平成３０年 ６７ １９，３２４ 

つくばみらい市 

平成２９年 ５４ ６，２６１ 

平成３０年 ３６ ６，２６１ 

各年４月１日現在 
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項目の目標 

    〇自治会や事業所における防災訓練の実施、支援等を通じて、防火・防災知識 

     や技術の普及啓発を行い、また、地域においては避難行動要支援者等の把握 

に努め、地域一丸となり、「共助力強化」に努めること。 

    〇行政機関と連携し、災害時には即、実践活動が出来るような自主防災組織の 

     形成に努め、最終的には、防災組織の世帯カバー率１００％を目指すものと 

する。 
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第四次 常総地方広域市町村圏事務組合消防基本計画 

 

令和元年度～令和１０年度 

 
 
令和元年８月  策定 

発 行    常総地方広域市町村圏事務組合消防本部 総務課 

       〒３０３－００３１ 常総市水海道山田町８０８番地 

       TEL   :  ０２９７－２３－０１１９（代表） 

       FAX   :  ０２９７－２２－３５７４ 

       E-mail  :  joso.fd-soumuka@utopia.ocn.ne.jp 

 
 

                                                                                           

                                                 


